

























◦2008年：米国や EU など以外に、14の公的研究助成機関が OA を義務化した⑼。












表 1 　OA を義務付けている研究助成機関の国別数
国名 数 国名 数
英国 14 フランス 1
カナダ 10 ドイツ 1
米国 4 ハンガリー 1
アイルランド 4 ベルギー 1
国際機関 3 スウェーデン 1
イタリア 2 スイス 1





法律によって OA ポリシーを義務付けたという点で、OA 運動の先端に立つ。
3 ． 1 　国立衛生研究所（NIH）のパブリックアクセスポリシー
米国保健福祉省（US Department of Health and Human Services）傘下の米国国立衛生








2004年 7 月、NIH に対してパブリックアクセスポリシーを打ち出すよう勧告した。NIH は
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オープンアクセスではなく、パブリックアクセスという言葉を使用しているが、意味すると






対し、図書館界や SPARC など OA を推奨する諸団体は強く支持した。翌2005年 2 月に、
NIH は最終的なパブリックアクセスポリシー「Policy on Enhancing Public Access to 






Taxpayer Access, ATA）は、重大な問題点として 3 点を指摘した。
（ 1 ） 研究成果を公開するか否かは著者の自由意志に任され、罰則もない（義務ではない）
こと。
（ 2 ） 草案では「発表後 6 ヶ月以内に登録すること」となっていた期限が、「できる限り
迅速に（最終出版物の出版社による公式日付の12ヶ月以内に）行われることを要望し，
かつ強く推奨する」に変わり、明白な期限や締め切りがなくなったこと。
（ 3 ） 助成機関と出版社の相反する期待に沿うように努力する、という理不尽な状態に助
成金授与者を置くこと。
案の定、 2 年経っても PubMed Central への論文登録率はわずか19% ⒃という状態で、成
果が上がっていないことが明らかになり、再び議会が動き出した。パブリックアクセスポリ






NIH の助成金を得た研究者は、2008年 4 月 7 日以降に学術誌への掲載が受諾された論文の








2010年 3 月には6,698件の記録を達成している。年間の提出原稿数を見ると、2005年 5 月～
2006年 4 月には4,536件だったのが、2009年 5 月～2010年 3 月は57,422件と12.7倍の数値を示
している。2009年に発表された NIH 助成研究論文は、88,000件と推定されるが、その約70%
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図 1 　NIHMS (NIH Manuscript Submission) system* への提出原稿数
* NIHMS：論文提出のためのシステム。論文は XML 変換とエラーチェックの後、PubMed Central 上で
公開される。
出典：NIHMS Statistics. http://www.nihms.nih.gov/stats/
3 ． 2 　CURES 法案と FRPAA 法案
NIH のパブリックアクセスポリシーを他の公的研究助成機関にも広げようとする動きも
進んでいる。2005年12月に、民主党のリーバーマン上院議員らが「American Center for 
CURES Act」⒅の法案を提出した。その主要な目的は、NIH の中に新エージェンシー
「American Center for CURES」を設け、基礎研究を治療に結びつけようとするもので、こ
の中に OA 義務化の条項が含まれた。2006年 5 月には、共和党のコーニン上院議員と民主
党のリーバーマン上院議員が、議会に「連邦研究パブリックアクセス法」（Federal 





しかしながら、 3 年後の2009年 6 月に、コーニン上院議員とリーバーマン上院議員（現在








（ 1 ） 公開猶予期間（embargo）は NIH の最長12ヶ月に対し、FRPAA は最長 6 ヶ月で
ある。（FRPAA 成立後は米国保健福祉省にも適用され、NIH の公開猶予期間も 6 ヶ
月となる）
（ 2 ） 当該機関所属の研究者には、研究成果の即時 OA 化、あるいは公開猶予期間の削
除が要求される。
（ 3 ） 研究成果をどこに登録するかは、各機関の決定に任され、相互運用性、アクセス可
能性、長期保存といった条件を満たす限りは、自機関または第三者のリポジトリを選
んでよい。NIH は PubMed Central を指定している。
（ 4 ） OA 化の許可を得る方法や、著作権侵害を避ける方法についてはより柔軟な姿勢を
取り、ライセンスに関しては、「法律やガイドラインを有効に利用することを助成機
関に要請する」とされている。




また、出版社のロビー活動に動かされて、2008年 9 月には包括的な著作権法案「Fair 







3 ． 3 　その他の OA 研究助成機関
米国教育省（Department of Education）傘下の Institute of Education Sciences（IES）が、
公開猶予期間を12ヶ月とする OA 義務化ポリシーを実施している。SHERPA-Juliet のリス
トには無いが、米国国立科学財団（National Science Foundation）の後援を受ける National 
Center for Atmospheric Research（NCAR）も2009年 9 月に OA 義務化ポリシーの採用を
発表した。すべての研究成果は「OpenSky」と名づけられたリポジトリに登録・公開される。
4 ．英国の状況
4 ． 1 　英国研究会議（RCUK）
英国では、OA 運動の高まりを受けて、2004年 7 月に下院科学技術委員会（House of 
Commons Science and Technology Committee）が、科学出版に関する報告書「科学研究出





国研究会議（Research Councils UK, RCUK）が独自に下院科学技術委員会の勧告を導入す
ることになった。RCUK は、毎年13億ポンド（1,700億円）を大学の研究に、そして RCUK
の研究機関に 5 億ポンド（658億円）を投じている。2005年に RCUK は、公的資金による
研究のすべてに対して OA 化を義務付けるポリシーの草案を作成して、パブリックコメン




NIH のパブリックアクセスポリシー実施に遅れることわずか 5 ヶ月の2006年10月に、










医学研究会議（Medical Research Council, MRC） できるだけ早い時期 2006年10月
生物科学研究会議
（Biotechnology and Biological Sciences Research Council, BBSRC）
できるだけ早い時期 2006年10月
経済社会研究会議（Economic and Social Research Council, ESRC） できるだけ早い時期 2006年10月
自然環境研究会議
（Natural Environment Research Council, NERC）
6 ヶ月以内 2006年10月
科学技術施設会議
（Science & Technology Facilities Council, STFC）
できるだけ早い時期 2006年12月
芸術人文科学研究会議
（Arts & Humanities Research Council, AHRC）
明白な言及なし 2007年 9 月
工学物理化学研究会議





4 ． 2 　ウェルカム財団（Wellcome Trust）
ウェルカム財団（Wellcome Trust）は、英国最大の民間研究助成機関で、2008/2009年度
には、生物医学や医療人間学（medical humanities）の研究支援に 7 億2,000万ポンド（950
億円）を支出している。OA 化への取り組みは早く、2003年のベセスダ会議に参加したす
ぐ後に、OA を支持する独自の「Position Statement」を発表し、2005年10月には学術誌に
掲載される査読論文を UK PubMed Central（UKPMC）に登録することを義務付けた。こ
れによりウェルカム財団は、公的機関か民間機関かを問わず、“助成金供与の条件として”
研究成果の OA を義務付けた世界で最初の研究助成機関となった。しかもその OA ポリシー
には、当時の NIH のパブリックアクセスポリシーよりも優れた点がいくつかある。
（ 1 ） ウェルカム財団は OA を要求しているが、NIH の場合は要請であって要求ではな
かった（現在は義務）。
（ 2 ） ウェルカム財団の公開猶予期間は発表後 6 ヶ月だが、NIH は現在に至るも12ヶ月
である。







ティンガム大学の Peter Millington によれば、潜在的 OA 遵守率* は、2006年12月の70% が、
2008年 5 月には87% に上昇している。
2006年12月 2009年 5 月
OA 遵守 70% 87%
　（掲載料無しの OA 誌） （42%） （33%）
　（掲載料が必要な OA 誌） （28%） （54%）
出版社の方針不明 20% 2%




ウェルカム財団の Robert Kiley は、2007年10月～2008年 8 月に発表された論文の潜在的
OA 遵守率は95% だが、実際の OA 遵守率は35% としている。
*潜在的 OA 遵守率：助成金受領者が執筆する学術誌のうち、OA 遵守のオプションを提供
する学術誌の割合
4 ． 3 　その他の研究助成機関
英国保健省（UK Department of Health, DH）と、公的助成機関である National Institute 
for Health Research（NIHR）は、2007年 1 月に OA 義務化ポリシーを採用することを宣言し、
4 月以降に提出される DH 助成金を受領した研究の査読論文は、 6 ヶ月以内に UKPMC に
登録することが義務付けられた。その他、British Heart Foundation や Cancer Research 
Council など UKPMC の資金提供団体や Joint Information Systems Committee（JISC）が
OA 義務化ポリシーを採用している。UKPMC の全資金提供団体の OA 遵守率は、2009年 1
月は約30% で、ウェルカム財団と同様の数値を示している。
5 ．カナダ
5 ． 1 　カナダ保健研究機構（Canadian Institute of Health Research, CIHR）
カナダは、OA ポリシーを持つ研究助成機関が10機関と、英国に次いで多い国である。始
まった時期は決して早くはないが、既に 2 つの公的研究助成機関が、助成金受領者に OA
を義務付けている。先ず、政府のエージェンシーであるカナダ保健研究機構（Canadian 
Institute of Health Research, CIHR）が、2008年 1 月に OA ポリシーを実施した。査読誌
への掲載論文とそれに付随する生物医学データを OA 化するに当り、研究者には 2 つのオ
プションが与えられる。
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（ 1 ） 出版社の Web サイト上で無料公開する。





5 ． 2 　その他の助成機関
カナダ研究会議（National Research Council Canada, NRC）は、NRC 出版物のアーカイ
ブ創設のイニシアチブを開始するに当たり、その一部として OA の義務化を決定し、2009






Institute for Cancer Research, OICR）が、CIHR をモデルとして OA 義務化を2008年 7 月
に 開 始 し、Canadian Cancer Society Research Institute（CCSRI） と Canadian Health 
Services Research Foundation（CHSRF）は、公開猶予期間を発表後 6 ヶ月とする OA ポ
リシーを採用済みである。
6 ．ドイツ













問題であると指摘している。実際に SHERPA-Juliet には DFG の名前は登録されていない。
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同じく連邦政府と州政府から資金を提供されているフラウンホーファー研究機構
（Fraunhofer-Gesellschaft, FG）は、2008年 7 月に OA を義務化した。FG の研究者は発表論
文等をリポジトリに登録することを要求されるが、いつ登録すべきかについては言及が無い。
公開猶予期間は、NIH と同じ12ヶ月とされている。




2009年には10億ユーロ（1,500億円）に上った。しかし、MPS が2008年 8 月に発表したポ
リシーは、OA 義務化ポリシーではなく、OA 支援策と呼ぶべきものでしかなかった。MPS
の研究所に所属する研究者が、非営利の OA 出版団体 PLoS が出版する雑誌に原稿を載せる
場合、掲載料を全額負担するというだけのことにすぎない。
6 ． 2 　OA 請願
2009年11月ドイツ連邦議会のサイトに突然、公的資金によるすべての科学研究の成果を
OA 化するために著作権法改正を提案する請願が登場して人々を驚かせた。請願を起草し
た、化学者でもある31歳の科学ジャーナリスト Lars Fischer は、税金を資源とする助成金
による研究の成果には誰もがアクセス可能であるべきだと提案している。請願は内容が曖昧
で何を政府に求めているのかを明確に述べていないとの批判もあったが、ドイツ図書館協会、
ドイツネットワーク情報イニシアチブ（DINI）、Coalition for Action on Copyright for 





7 ． 1 　欧州研究会議（ERC）
EU 全体としての OA 義務化の取り組みも進んでいるが、EU 規模の研究助成機関として
最初に OA を義務化したのは、欧州研究会議（European Research Council, ERC）である。
先端研究のための助成機関である ERC は、2006年12月に「適切なリポジトリが稼動次第




トリに登録することを求められる。公開猶予期間は発表後 6 ヶ月であるが、ERC はこの期
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間を短くすることを希望している。登録先は、PubMed Central や ArXiv のような主題リ
ポジトリでも、機関リポジトリでもよい。費用が必要な OA 誌に掲載する場合は、掲載費
も提供する。
7 ． 2 　欧州委員会（EC）
EU の政策執行機関である欧州委員会（European Commission, EC）は、助成金を得た研
究成果の OA 義務化を勧告する報告書を、2006年 3 月に発表した。ただし、ここで使われ
たのは、「EC はパブリックアクセスを保証する（guarantee）」という言葉であって、「義務
付ける」ではなかった。翌2007年 1 月には、欧州研究諮問委員会（European Research 
Advisory Board, EURAB）が、欧州連合第 7 次研究枠組み計画（FP7）の下で助成金を受
けた研究の成果に OA を義務付けることを、EC に勧告した。EURAB は、EC によって創
設された独立の諮問委員会である。勧告の内容は、論文の出版社版または査読済みの著者版
最終原稿を、著者が選んだリポジトリに登録し、 6 ヶ月以内に OA 化するというものである。
これを受け入れた EC は、2007年から2013年までの研究費予算500億ユーロ（ 5 兆7,000億円）









は、英国国際開発省（UK Department for International Development）、ポーランド科学高
等教育省（Ministry of Science and Higher Education）、スペイン科学革新省（Ministry of 
Science and Innovation）などがあり、デンマークの電子研究図書館（Electronic Research 
Library）も検討中である。ヨーロッパ規模では、欧州科学財団（European Science 
Foundation, ESF） と、European Heads of Research Councils（EuroHORCs） が 合 同 で
OA 義務化を計画中である。ESF にはヨーロッパ30ヵ国の79団体が、EuroHORCs には、
英国研究会議やドイツ研究協会など、ヨーロッパ24ヵ国の主要な39の公的研究助成機関が参
加しており、これらの機関が OA を義務化すれば、OA 義務化ポリシーを実践する機関の数
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